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 労働安全衛生規則の改正により、令和７年１月１日以降、

労働者死傷病報告ほか一部手続きの電子申請が義務化

されました。 

 

◆電子申請が義務化された手続き 

 総括安全衛生管理者／安全管理者／衛生管理者

／産業医の選任報告 

 定期健康診断結果報告 

 心理的な負担の程度を把握するための検査結果等

報告 

 有害な業務に係る歯科健康診断結果報告 

 労働者死傷病報告 

 有機溶剤等健康診断結果報告 

 じん肺健康管理実施状況報告 

 

◆従来の様式の廃止 

令和７年１月１日以降は、従前の労働安全衛生規則様

式は使用できなくなりました。ただし、パソコン端末を所持し

ていない等の事情により電子申請が困難な場合には、当

分の間、書面による報告も可能です。書面により報告する

場合は、厚生労働省のwebページから様式のダウンロード

を行い、所轄の労働基準監督署へ提出してください。 

 

◆電子申請に便利な入力支援サービス 

「労働安全衛生法関係の届出・申請等帳票印刷に係る

入力支援サービス」を利用すると、届出する様式(帳票)を

作成・印刷したり、画面から入力した情報をe-Govを介して

直接電子申請したりすることができます。また、入力した情

報は使用した端末に保存できるので、作業の一時中断や、

再申請などの場合に再利用が可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆５年に一度の年金財政検証 

令和６年は、５年に一度の年金財政検証を行う年で、同

年12月25日に社会保障審議会年金部会における報告

書が公表されました。令和７年の年金制度改正は、主に下

記課題への対応を大きな柱に議論されてきました。 

 

 平均寿命・健康寿命の延伸や家族構成・ライフスタイ

ルの多様化、女性・高齢者の就業拡大、今後見込ま

れる最低賃金の上昇・持続的な賃上げという社会経

済の変化に対応する観点から取り組むべき課題 

 年金制度が有する所得保障機能の強化の観点から

取り組むべき課題 

 

◆令和７年年金制度改正の具体的内容（目次） 

１ 被用者保険の適用拡大 

２ いわゆる「年収の壁」と第３号被保険者制 

①いわゆる「106 万円の壁」への制度的対応 

②第３号被保険者制度 

３ 在職老齢年金制度の見直し 

４ 標準報酬月額上限の見直し 

５ 基礎年金のマクロ経済スライドによる給付調

整の早期終了 

６ 高齢期より前の遺族厚生年金の見直し等 

①20代から50代の子のない配偶者の遺族厚生年金 

②20代から50代の子のある配偶者の遺族厚生年金 

③遺族基礎年金（国民年金） 

７ 年金制度における子に係る加算等 

８ その他の制度改正事項 

９ 今後検討すべき残された課題 

①基礎年金の拠出期間の延長（45年化） 

②障害年金 

 

 

労働安全衛生規則改正に伴う一部手続きの電子 

申請が義務化されました 
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企業のみなさまと 

 

社会保険労務士／国家資格2級キャリア・コンサルタント技能士／育休後アドバイザー： 松下 真希 

特定社会保険労務士／キャリア・コンサルタント／年金アドバイザー／相続診断士： 伊藤 妙子 

「共に成長し、共に発展する」喜びを見つけ、信頼関係を大切にしています。 

 

令和７年年金改正のゆくえ～社会保障審議会年金

部会における議論の整理 

 

◆立ち作業による体への負担 

 工場のライン作業や、工事現場における交通誘導

作業、スーパーの会計作業など様々な場面で見られ

る「立ち作業」は、業務に集中しやすい、とっさに動き

やすいといったメリットがある一方で、長時間持続的

に行われると足腰等への負担が大きくなり、作業効

率も落ちるといったデメリットもあります。従業員の負

担を軽減するために、事業者として何ができるか、見

てみましょう。 

 

◆労働安全衛生規則の規定 

まず、労働安全衛生規則 615 条では、就業中にし

ばしば座ることのできる機会のあるときには椅子の備

え付けを事業者に義務付けています。 

「（立業のためのいす）第 615 条 事業者は、持続

的立業に従事する労働者が就業中しばしばすわるこ

とのできる機会のあるときは、当該労働者が利用す

ることのできるいすを備えなければならない。」 

必ずしも座って作業をすることを求めているもので

はありませんが、立ち作業にともなう従業員の足腰の

負担を軽減するためには、作業時間の短縮やこまめ

な休憩の取得等を行うことや、作業中に座ることがで

きるイスを設置するなどの対策が考えられます。 

 

◆企業の取組事例 

厚生労働省のホームページに、小売業、警備業、

その他事業と産業ごとに各企業での「立ち作業の負

担軽減対策の取組事例紹介」がされています。 

【事例１】スーパーマーケットのレジ作業 

軽く腰を掛けられるイスを設置し、接客の合間など

に座っての待機を可能にした。 

レジの足元にクッション性のあるマットを設置。 レ

ジ以外には、可動式の陳列棚の導入により、品出し

の作業効率を上げるとともに、中腰姿勢の時間を削

減。 
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国民年金の基礎年金制度が導入されてから40年、

社会や経済の状況が大きく変化してきていることに伴

い、今回の改正は、被用者保険の適用拡大や在職老齢

年金制度の見直しといった従来からの検討項目に加え、

遺族年金や基礎年金マクロ調整の早期終了など、大き

な見直しとなっています。 

 

 

 

 

厚生労働省は令和６年12月20日、令和６年の「障

害者雇用状況」集計結果を公表しました。障害者雇用

促進法では、事業主に対し、常時雇用する従業員の一

定割合（法定雇用率。民間企業においては2.5％）以

上の障害者を雇うことを義務付けています。 

 

◆民間企業における雇用障害者数、実雇用率ともに

過去最高を更新 

民間企業（常用労働者数が40.0人以上の企業：法定雇

用率2.5％）に雇用されている障害者の数は67万7,461.5

人（３万5,283.5人増、対前年比5.5％増）、実雇用率

2.41％（対前年比0.08ポイント上昇）で、雇用障害者数、実

雇用率いずれも過去最高を更新しています。一方で、法

定雇用率達成企業の割合は46.0％（対前年比4.1ポイント

低下）となっています。 

 

◆雇用者の内訳では、精神障害者の雇用増加の伸び

率が大きい 

  雇用者のうち、身体障害者は36万8,949.0人（対前年

比 2.4％増）、知的障害者は 15万 7,795.5人（同 4.0％増）、

精神障害者は15万717.0人（同15.7％増）と、いずれも前

年より増加しています。特に精神障害者の伸び率が大きく

なっています。  

 

◆法定雇用率未達成企業の状況 

  法定雇用率の未達成企業は６万3,364社で、そのうち、

不足数が0.5人または１人である企業（１人不足企業）が、

64.1％と過半数を占めています。また、障害者を１人も雇用

していない企業（０人雇用企業）は３万6,485社であり、未

達成企業に占める割合は、57.6％となっています。 

 法定雇用率は、令和８年度に2.7％へと段階的に引き上

げられます。企業は継続して障害者雇用の推進に取り組

む必要があります。 

 

 

 

 

 ◆ＳＮＳ等に労働者の募集に関する情報を載せる際

の注意点 

職業安定法では、インターネットやＸ等のＳＮＳを含む広

告等により、労働者の募集に関する情報等を提供するとき

は、虚偽の表示または誤解を生じさせる表示をしてはなら

ないこととされています（第５条の４）。 

 昨今、インターネットで犯罪実行者の募集が行われる

事案（闇バイト）が見られ、その中には、通常の労働者募集

と誤解を生じさせるような広告等も見受けられることから、厚

生労働省は、ＳＮＳ等を通じて直接労働者を募集する際に

は、①募集主の氏名（または名称）、②住所、③連絡先（電

話番号等）、④業務内容、⑤就業場所、⑥賃金の６情報は

必ず表示するよう、事業者に呼びかけています。 

 「住所（所在地）」はどこまで記載すればよいか？ 

 ビル名、階数、部屋番号まで記載する必要があります。 

 「連絡先」として何を記載すればよいか？ 

電話番号、メールアドレスまたは、自社ウェブサイト上

に備え付けられた専用の問合せフォームへのリンク

のいずれかを記載する必要があります。 

 氏名等の情報自体を記載せず、氏名等の情報が記

載されている会社ウェブサイトの募集要項等のリンク

を記載することでも問題ないか？ 

会社ウェブサイトの募集要項等のリンクのみでは、そ

もそも求人であるかどうかも含め、誤解を招く可能性

があるため、募集情報を提供する広告等自体に上記

６情報を記載する必要があります。 

 業務内容、就業場所および賃金については、職業

安定法第５条の３や労働基準法第15条で求められ

るのと同じように詳細を記載する必要があるか？ 

必ずしも同じである必要はないが、求職者が誤解を生じ

ないよう、業務内容や就業場所、賃金について記載する

必要があるとしています。例えば、就業場所について、「就

業場所の変更の範囲」は記載せず「雇入れ直後の就業場

所」のみを示す形や、複数の候補を示し、「応相談」とする

形、賃金について、「時給1,500円～」とする形でも、記載

があれば、直ちに職業安定法第５条の４違反とはならない

と考えられるとしています。 

 

 

 

 

 
みなさん こんにちは 

2025 年の乙巳（きのとみ）の年は、多くの人

にとって成長と結実の時期となる可能性が高い

です。「乙」は未だ発展途上の 

状態を表し、「巳」は植物が 

最大限まで成長した状態を意味 

します。この組み合わせは、 

これまでの努力や準備が実を 

結び始める時期を示唆しています。 

      ゆめちゃん 

障害者の雇用状況と法定雇用率引上げ 

～厚労省「令和６年 障害者雇用状況の集計結果」等

より 

ＳＮＳ等に労働者の募集に関する情報を載せる際の

注意点 

 

黒柴 夢ちゃんから一言 


